
◎犯罪被害者等の権利利益の保護を図るための刑事訴訟法等の一

部を改正する法律 
（平成一九年六月二七日法律第九五号）   

一、提案理由（平成一九年五月二三日・衆議院法務委員会） 

○長勢国務大臣 犯罪被害者等の権利利益の保護を図るための刑事訴訟法等の一部を改

正する法律案につきまして、その趣旨を御説明いたします。 

 犯罪によって傷ついた被害者やその遺族の方々の保護、支援を図っていくことは極め

て重要であり、これまでもさまざまな取り組みが行われてきましたが、多くの犯罪被害

者等にとって、その被害から回復して平穏な生活に戻るためには、依然としてさまざま

な困難があることが指摘されています。 

 このような現状を踏まえ、平成十六年十二月には、犯罪被害者等のための施策の基本

理念や各種の基本的施策等を定めた犯罪被害者等基本法が成立し、これを受け、平成十

七年十二月には、犯罪被害者等基本計画が閣議決定されたところ、この基本計画の中に

は、刑事手続または民事手続に関するもので立法的手当てが必要なものとして、犯罪被

害者等が刑事裁判に直接関与することのできる制度、損害賠償請求に関し刑事手続の成

果を利用する制度等についての検討及び施策の実施が掲げられております。 

 そこで、この法律案は、犯罪被害者等基本計画を踏まえ、犯罪被害者等の権利利益の

一層の保護を図るため、刑事訴訟法、民事訴訟法、犯罪被害者等の保護を図るための刑

事手続に付随する措置に関する法律、その他の法律を改正し、所要の法整備を行おうと

するものであります。 

 この法律案の要点を申し上げます。 

 第一は、刑事訴訟法を改正して、犯罪被害者等が刑事裁判に参加する制度を創設する

ものであります。 

 すなわち、裁判所は、故意の犯罪行為により人を死傷させた罪、業務上過失致死傷の

罪等の被害者等から被告事件の手続への参加の申し出がある場合において、相当と認め

るときは、当該被害者等の参加を許すものとし、参加を許された者は、原則として公判

期日に出席することができるとともに、一定の要件のもとで、証人の尋問、被告人に対

する質問及び事実または法律の適用について意見の陳述をすることができることとして

おります。 

 第二は、同じく刑事訴訟法を改正して、刑事手続において犯罪被害者等の氏名等の情

報を保護するための制度を創設するものであります。 

 すなわち、裁判所は、相当と認めるときは、性犯罪等の被害者の氏名等について、公

開の法廷でこれを明らかにしない旨の決定をすることができることとし、この決定があ

ったときは、起訴状の朗読等の訴訟手続は、被害者の氏名等を明らかにしない方法で行

うこととしております。また、検察官は、いわゆる証拠開示の際に、被害者の氏名等が

明らかにされることにより被害者等の名誉が害されるおそれ等があると認めるときは、



弁護人に対し、被害者の氏名等が被告人その他の者に知られないようにすることを求め

ることができることとしております。 

 第三は、民事訴訟法を改正して、民事訴訟におけるビデオリンク等の措置を導入する

ものであります。 

 すなわち、民事訴訟においても、証人尋問及び当事者尋問の際に、付き添い、遮へい

及びビデオリンクの各措置をとることを認めることとしております。 

 第四は、犯罪被害者等の保護を図るための刑事手続に付随する措置に関する法律を改

正して、損害賠償請求に関し刑事手続の成果を利用する制度を創設するものであります。 

 すなわち、故意の犯罪行為により人を死傷させた罪等に係る被告事件の被害者等は、

被告事件の係属する裁判所に対し、被告人に損害賠償を命ずる旨の申し立てをすること

ができることとし、当該裁判所は、被告事件について有罪の言い渡しをした後、最初の

口頭弁論または審尋の期日において、被告事件の訴訟記録を取り調べた上、原則として

四回以内の期日において審理を行い、決定によりその申し立てについての裁判をするこ

ととしております。 

 第五は、同じく犯罪被害者等の保護を図るための刑事手続に付随する措置に関する法

律を改正して、公判記録の閲覧及び謄写の範囲を拡大するものであります。 

 すなわち、刑事被告事件の被害者等には、原則として、公判記録の閲覧または謄写を

認めることとし、また、いわゆる同種余罪の被害者等にも、損害賠償請求権の行使のた

め必要があると認められる場合であって、相当と認められるときは、公判記録の閲覧ま

たは謄写を認めることとしております。 

 このほか、所要の規定の整備を行うこととしております。 

 以上が、この法律案の趣旨であります。 

 何とぞ、慎重に御審議の上、速やかに御可決くださいますようお願いいたします。 

二、衆議院法務委員長報告（平成一九年六月一日） 

○七条明君 ただいま議題となりました法律案につきまして、法務委員会における審査

の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、犯罪被害者等の権利利益の一層の保護を図るため、所要の法整備を行うもの

で、その主な内容は次のとおりであります。 

 まず第一に、犯罪被害者等が刑事裁判に参加する制度を創設し、故意の犯罪行為によ

り人を死傷させた罪、業務上過失致死傷の罪等の被害者等が、証人の尋問、被告人に対

する質問及び事実または法律の適用について意見の陳述をすることができることとして

おります。 

 第二に、故意の犯罪行為により人を死傷させた罪等の被害者等が、損害賠償請求に関

し刑事手続の成果を利用することができる制度を創設することであります。 

 第三に、刑事被告事件の被害者等には、原則として、公判記録の閲覧または謄写を認

めることといたしております。 



 本案は、去る五月十七日本委員会に付託され、二十三日長勢法務大臣から提案理由の

説明を聴取し、質疑に入り、二十九日参考人から意見を聴取し、東京地方裁判所の視察

を行いました。 

 三十日、民主党・無所属クラブから、刑事裁判における犯罪被害者等の参加を犯罪被

害者等の関与に改めること等を内容とする修正案が提出されました。本日、自由民主党

及び公明党の共同提案により、政府に対し、法施行三年後における検討及び被害者参加

人に対する弁護士の法的援助に係る努力を義務づける規定を追加する修正案が提出され、

両修正案についてそれぞれ提出者から趣旨の説明を聴取した後、本案及び両修正案につ

いて質疑を行い、質疑を終局いたしました。次いで、討論を行い、採決いたしましたと

ころ、民主党・無所属クラブの提案に係る修正案は賛成少数をもって否決され、自由民

主党及び公明党の共同提案に係る修正案並びに修正部分を除く原案はいずれも賛成多数

をもって可決され、本案は修正議決するべきものと決しました。 

 なお、本案に対して附帯決議が付されたことを申し添えて、御報告といたします。 

○委員会修正の提案理由（平成一九年六月一日） 

○大口委員 ただいま議題となりました修正案につきまして、提案者を代表いたしまし

て、その提案の趣旨及び内容を御説明いたします。 

 政府の提出に係る本法律案は、犯罪の被害に遭われた方々やその遺族の方々が刑事裁

判に参加する制度、あるいは損害賠償請求に関し刑事手続の成果を利用する制度といっ

た新たな制度の創設をその内容とするものであります。 

 また、ほぼ同時期には裁判員の参加する刑事裁判制度の導入が予定されており、刑事

裁判が大きく変わろうとしているところでもあります。 

 こうした状況を踏まえた上での委員会での審議の結果、本修正案を提出することとし

た次第であります。 

 次に、本修正案の内容について申し上げます。 

 本修正案は、本法律案の附則に、政府は、この法律の施行後三年を経過した場合にお

いて、この法律による改正後の規定の施行の状況について検討を加え、必要があると認

めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする旨の規定、及び、政府

は、被害者参加人の委託を受けた弁護士の役割の重要性にかんがみ、資力の乏しい被害

者参加人も弁護士の法的援助を受けられるようにするため、必要な施策を講ずるよう努

めるものとする旨の規定を加えるものであります。 

 以上が、修正案の趣旨及び内容であります。 

 何とぞ、十分な御審議の上、委員各位の御賛同をお願いいたします。 

○附帯決議（平成一九年六月一日） 

 政府及び最高裁判所は、本法の施行に当たり、次の事項について格段の配慮をすべき

である。 

一 誰もが犯罪被害者等となり得るという現実を踏まえ、本法の趣旨について国民に対



する十分な周知に努めること。 

二 犯罪被害者等が刑事裁判に参加する制度の実施に当たっては、犯罪被害者等の権利

利益の保護を図るという目的を踏まえつつ、被告人の権利が保障される公正な運用がな

されるよう、制度の内容について司法関係者に周知徹底すること。 

三 刑事裁判の手続においては、被害者参加人となれない者を含め、犯罪被害者等と検

察官との意思疎通が十分図られるよう努めること。 

四 犯罪被害者等が刑事裁判に参加する制度の対象となる被告事件の範囲については、

本法施行後の制度の実施状況等を踏まえて検討を行うこと。 

五 犯罪被害者等が刑事裁判に参加する制度及び裁判員制度の実施時期が近接している

ことにかんがみ、裁判員裁判に犯罪被害者等が参加する場合において、裁判員がこれら

の制度の内容を十分理解できるよう努めること。 

六 犯罪被害者等に対する給付制度の抜本的見直し等犯罪被害者等の経済的支援及び被

害回復のための施策の充実に努めること。 

三、参議院法務委員長報告（平成一九年六月二〇日） 

○山下栄一君 ただいま議題となりました両法律案のうち、まず、犯罪被害者等の権利

利益の保護を図るための刑事訴訟法等の一部を改正する法律案につきまして、法務委員

会における審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、犯罪被害者等の権利利益の一層の保護を図るため、犯罪被害者等が刑事

裁判に参加する制度及び犯罪被害者等による損害賠償請求について刑事手続の成果を利

用する制度の創設等を行おうとするものであります。 

 なお、衆議院において、施行後三年の経過後に検討等を行う等の規定を追加する修正

が行われております。 

 委員会におきましては、犯罪被害者の刑事裁判への関与の在り方、被害者の参加が被

告人や裁判員に与える影響、損害賠償命令制度導入の意義と実効性、訴訟参加及び損害

賠償命令の対象事件範囲拡大の必要性等について質疑を行うとともに、参考人から意見

を聴取するほか、桐蔭学園及び東京地方裁判所において実情調査を行うなど、慎重に審

査を行いましたが、その詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局した後、民主党・新緑風会の前川委員より、弁論としての意見陳述からの

求刑の除外等を内容とする修正案が提出されました。 

 次いで、討論に入りましたところ、日本共産党の仁比委員より、修正案に賛成し、原

案に反対する旨の、社会民主党・護憲連合の近藤委員より、修正案に賛成し、原案に反

対する旨の意見がそれぞれ述べられました。 

 討論を終わり、順次採決の結果、修正案は否決され、本法律案は多数をもって原案ど

おり可決すべきものと決定いたしました。 

 なお、本法律案に対して附帯決議を行いました。 

……………（略）…………… 



 

○附帯決議（平成一九年六月一九日） 

 政府及び最高裁判所は、本法の施行に当たり、次の事項について格段の配慮をすべき

である。 

一 犯罪被害者等が刑事裁判に参加する制度は、当事者主義の理念を前提とし、その実

施に当たっては、犯罪被害者等の権利利益の保護が十分に図られるとともに、過度の報

復感情や重罰化を招くことなく、被告人の権利が適切に保障されるよう、制度の公正か

つ適正な運営に配意すること。 

二 犯罪被害者等の保護・支援を図るためには国民の理解と協力が必要であることにか

んがみ、本法の趣旨及び内容について国民に対して十分な周知を図ること。 

三 刑事裁判の手続においては、被害者参加人となった者に限らず、犯罪被害者等と検

察官との意思疎通が十分図られるよう努めること。 

四 犯罪被害者等が刑事裁判に参加する制度及び損害賠償命令制度の対象となる被告事

件の範囲については、本法施行後の制度の実施状況や対象とならない犯罪の被害者等と

の権衡等を踏まえて検討を行うこと。 

五 犯罪被害者等が刑事裁判に参加する制度及び裁判員制度の実施時期が近接している

ことにかんがみ、混乱を生ずることのないよう、万全を期すること。特に、被害者参加

人による量刑に係る意見については、裁判員が本制度の趣旨を十分に理解することがで

きるよう配意すること。 

六 犯罪被害者等への当該犯罪に係る情報の提供については、その尊厳を踏まえた対応

をするとともに、公判記録の閲覧及び謄写の範囲拡大については、当該公判への不当な

影響や被告人を含む関係者の名誉・プライバシーの侵害を生ずることのないよう、十分

配意すること。 

七 犯罪被害者等に対する給付制度の抜本的見直し等、犯罪被害者等の精神的・経済的

支援及び被害回復のための施策の充実に努めること。 

八 犯罪被害者等の支援には多方面の施策が関わってくることから、関係府省庁等は一

層緊密に連携し、今後も本法の施行状況、犯罪被害者等の要望、諸外国の犯罪被害者支

援政策等を踏まえながら、犯罪被害者等の支援の在り方について引き続き検討を行うこ

と。 

  右決議する。 


